
 23災対第924号

 平成24年3月19日

独立行政法人
日本原子力研究開発機構
理事長鈴木篤之様

愛知県知事大村秀章

 独立行政法人日本原子力研究開発機構の原子力発電所の安全確保に係る
 情報連絡体制について(依頼)

 日ごろから、本県の防災行政に格別の御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上

 げます。

 平成23年3月11日に発災した東日本大震災を起因とした東京電力福島第

 一原子力発電所の事故を踏まえ、異常時の通報体制や平常時の情報交換の重要

 性を認識したところです。

 っきましては、原子力発電所の安全確保に係る情報連絡体制について、別紙

 のとおり要請させていただきますので御協力をお願いいたします。

 〈連絡先〉

 防災局災害対策課災害対策第一グループ主任青山幸久
 〒460-8501名古屋市中区三の丸3-1-2
 電話052-954-6193(直通)FAXO52-954-6912
E-mailyukihisa_aoyama@pref.aichi.lg.jp



別紙

 1対象発電所

 高速増殖炉研究開発センター(もんじゅ)

 原子炉廃止措置研究開発センター(ふげん)

 2異常時における連絡

 次に掲げる事項について、発生の際には速やかに連絡するものとする。

 (1)非常事態が発生したとき、

 (2)放射性物質によって、発電所の周辺環境に異常が発生したとき。

 (3)非常用炉心冷却装置等工学的安全施設が動作したとき。

 (4)その他上記各号に準ずる異常が生じたとき。

 3連絡方法

 (1)連絡先

 (2)連絡元

 (3)手段

愛知県防災局災害対策課

 [勤務時間外については県の指定する所]

独立行政法人日本原子力研究開発機構敦賀本部

 電話を原則とし、必要に応じFAX、電子メールも併用する。

 4その他

 愛知県と独立行政法人日本原子力研究開発機構敦賀本部は、必要に応じて

 互いに情報交換と連携を図るものとする。

 細部については、愛知県防災局と独立行政法人日本原子力研究開発機構敦

 賀本部が協議のうえ取り決めるものとする。

以上


